
❻　　　　　こしがや市議会だより　令和6年（2024年）８月1日

一般質問
市政に対する 　６月定例会では２１人の議員が市政全般について質問を行いました。

※一般質問は、議案に関係なく、市の行政事務について市長および執
行機関に質問することで、越谷市議会では１人１時間を目途に行わ
れます。

窒息救助装置

デザインマンホール（ガーヤちゃん）

問　保育所等における窒息事故発生時の対
応と、窒息救助装置を導入する考えは。
市長　公立保育所において万が一事故が発
生した際には、国のガイドラインにのっと
り救急要請や迅速な応急措置を実施するこ
ととしている。窒息救助装置の導入にあ
たっては、装置の有効性や低年齢児に使用
した場合の安全性、他自治体の活用事例等
の情報収集を行い、総合的に導入効果を検
証するなど、調査・検討していく。

Q 保育所・福祉施設等における食物
等による窒息時の対応について

金井　直樹  議員自由民主党越谷市議団

問　昨年のスキー教室が３万８０００円
だったのに対し、今年は４万６０００円で
８０００円値上がりする学校もある。ス
キー教室への財政支援を行う考えは。
教育長　あだたら高原少年自然の家の廃止
から５年が経過し、保護者の一時的な影響
緩和の措置としては一定の成果が上がった
ことから、令和５年度をもって補助を終了
した。今年度の予算要求はしていない。補
正予算も今のところは予定していない。

Q 中学校のスキー教室などに財政支
援を行うことについて

工藤　秀次  議員日本共産党越谷市議団

問　本市の事業所数は漸減傾向が続き令和
３年に１万１０００を割った。令和５年に
まとめた「中小企業振興計画」の成果は。
市長　４年間の期間で、５項目の目標のも
と事業設定し、数値目標を定めて取り組ん
でおり、おおむね順調に推移している。
問　後継者問題で廃業する事業者も多いと
聞く。「継ぎやすいまち」の取り組みは。
市長　事業承継に関する相談ニーズが高
い。関係機関と連携し支援策を検討する。

Q
大野　恭子  議員こしがや無所属の会

問　先日提出された越谷商工会議所の提案
書にはサンシティのホール機能をレイクタ
ウン砂利地に移転すべきであることが明記
されている。一方、越谷アルファーズから
は、その砂利地を含むレイクタウンの土地
でアリーナを建設したいとの要望書が出さ
れている。南越谷とレイクタウンとを一体
的に考えていくことについての考えは。
市長　懇談会において考えていく。

Q サンシティ越谷市民ホールの継続
利用について

立澤　貴明  議員自由民主党越谷市議団

問　地方分権一括法の制定から２３年が経
過し、解決すべき地域の問題は、できるだ
け基礎自治体に、できるだけ市民に、とい
う視点が求められる中で、近年中央集権化
の傾向が強まっている。越谷市でも、多く
の計画が国の法令や努力義務に基づき、事
実上強制的に策定されていると思われる
が、市長の受け止めは。
市長　地方公共団体における課題を解決す
るための助言であると認識している。

Q 国と地方の関係性の在り方について

白川　秀嗣  議員こしがや無所属の会

問　人口減少に伴う使用料収入の減少や下
水道設備の老朽化等のおける費用の増加な
ど下水道事業を取り巻く経営環境が、年々
厳しくなると予想される。そこでマンホー
ル蓋を活用した財源確保の取り組みは。
市長　本市では、自主財源確保に向け、従
来の考えにとらわれない方法について検討
していく必要があると認識している。他団
体の事例を参考に調査研究し、自主財源確
保に努めていく。

Q 下水道マンホール蓋を活用した有
料広告事業の取り組みについて

藤部　徳治  議員公明党越谷市議団

問　市内小中学校のエレベーター設置状況
および今後のエレベーター設置についての
考えは。
教育長　主に給食の運搬を目的に小学校２
９校中２０校、中学校１５校中１２校に設
置をしている。ユニバーサルデザインの観
点から、すべての学校に設置していく必要
があると認識している。新たに建設する学
校、また長寿命化改修など、さまざまな施
設を改修する機会に設置を検討する。

Q 小中学校における合理的配慮と基
礎的環境整備について

大田 ちひろ  議員越谷市民ネットワーク

問　３月にマイナス金利解除となったが、
令和５年度の市債利率の直近の現状は。
市長　前年比で０.３％前後上昇している。
問　市債は可能なかぎり元金・利子とも、
後年度に交付税措置されるものを選択して
起債している。すると金利が上昇しても財
政への影響は軽微ともいえるが。
市長　交付税算入があることをもって、金
利上昇の影響が軽微になるという認識は
持っていない。

Q 金融政策変更による財政への影響
について

菊地　貴光  議員こしがや無所属の会

問　自殺予防ゲートキーパー研修なども必
要だが、ＳＯＳの出し方に関する教育も重
要では。
市長　成長の過程で助けを求める具体的な
方法を教えることが大切だと考える。子ど
もたちが適切な援助希求行動ができるよう
にすることと併せ、身近にいる大人たちが
それを受け止め、支援出来るようにするこ
とを目的に、１校でも多く実施できるよう、
ＳＯＳの出し方の教育を検討していく。

Q 第２次越谷市いのち支える自殺対
策推進計画について

斎藤　豪人  議員こしがや無所属の会

問　自治会などの自主防災組織への備蓄品
の補助制度において、消火用の小型消防ポ
ンプを対象にする考えは。
市長　小型消防ポンプは消火活動に有効で
あるが、運用方法や放水技術の習得、維持
管理、火災現場への搬送から放水に至るま
でに時間を要することが想定されるなど、
さまざまな課題があるため、初期消火活動
における自主防災組織の役割を検証したう
えで、調査・研究をしていく。

Q 自主防災組織における備蓄品の拡
充について本市の経済振興政策について

小林　成好  議員日本維新の会


